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知的クラスター事業の経緯 基本計画記載の変遷

第1期科学技術基本計画

・科学技術に対する理解の増進、基礎的・先
導的な研究開発の推進、科学技術関連施
設の整備に対する支援の拡充

・産学官の研究開発機関が参加する制度の
整備・拡充、コーディネート活動の強化

・公設試験研究機関への支援



知的クラスター事業の経緯 基本計画記載の変遷

第2期基本計画

地域における知的クラスターの形成

地域における科学技術施策の円滑な展開

・「目利き」人材の養成・確保、コーディネート
機能の強化、技術移転の推進

・地域主導の産学官連携の推進



知的クラスター事業の経緯 基本計画記載の変遷

第3期科学技術基本計画

「地域における科学技術の振興は、地域イノベーション・システムの構築や
活力ある地域づくりに貢献するものであり、ひいては、我が国全体の科学
技術の高度化・多様化やイノベーション・システムの競争力を強化するも
のであるので、国として積極的に推進する。」

地域クラスターの形成

・地域の戦略的なイニシアティブ、関係機関の連携の下で長期
的な取組を推進

・地域のイニシアティブの下で行われているクラスター形成への
競争的な支援

・世界レベルのクラスターとして発展可能な地域に重点的な支援

・小規模でも地域の特色を活かした強みを持つクラスターを各地
に育成

地域における科学技術施策の円滑な展開



知的クラスター創成事業

知的クラスター本部

大学等

連携

地域のクラスター創成計画

設置 企画・実施

研究委託 TLO、JST

○地方自治体が主体的に事業計画を策定
○知的クラスター創成を目指した各種事業の集中的な展開

※①大学、公的研究機関等を核とした連鎖型の産学官共同研究の実施
②専門性を重視した科学技術コーディネータ等の配置

大学、公的研究機関等を
核とした連携体制

知識・産業の集積度の高い地域

各種科学技術システム改革
等の実施

大学を核とした 技術革
新創出プログラム

連携

企業、
関連機関等

中核機関
地方自治体が
指定する財団等

連携

各種事業※

地域を選定
中核機関を補助

連携

文部科学省

連携

連携

経済産業省の「産業クラスター計画」等関連事業と連携

○大学等を核とした産学官連携体制
知的クラスター本部（司令塔）の設置
コーディネータ等による支援体制の整備

③研究成果の特許化及び育成・開発の促進
④研究成果の発表等のためのフォーラム等の開催



地域選定プロセス①

全国３０地域を候補地域に選定（２００１年５月）
［第一次評価］

［研究拠点］
大学等の公的研究機関を中心に新産業創出拠点が
形成されつつある地域 ⇒５５地域

［産業ポテンシャル］
①主要産業規模

３０００億円以上
又は

②機械系主要産業規模
１０００億円以上

４５地域

候補地域＝３０地域

［第二次評価］

１．中核研究機関と有望な技術シーズ

２．産学官連携のための機能

３．研究人材と支援専門人材

４．ベンチャーキャピタル

５．産学官の協働体制

６．インキュベーター等のインフラ

７．交通インフラ



地域選定プロセス②
実施１２地域及び試行６地域を選定（２００２年４月）

１．基本用件

・特定領域への絞込み

・中核機関の指定

・活用可能なインフラの整備状況

２．技術的評価

・研究開発のポテンシャル

・産業化の有望度

３．事業推進体制

・中核機関の能力

・クラスター本部の体制

４．地域の取組

・科学技術振興体制

・自治体の将来ビジョンとの整合

・自治体の主体性

地域選定の視点



知的クラスター創成事業（第I期）実施地域

関西広域クラスター

九州広域クラスター

神戸地域
神戸トランスレーショナルリサーチ

クラスター
[ライフサイエンス]

浜松地域
浜松オプトロニクスクラスター
[情報通信、ライフサイエンス]

関西文化学術研究都市地域
けいはんなヒューマン・エルキューブクラスター

[ライフサイエンス、環境、情報通信 ]

高松地域
高松希少糖バイオクラスター

[ ライフサイエンス ]

広島地域
広島バイオクラスター
[ ライフサイエンス ]

大阪北部（彩都）地域
大阪北部（彩都）バイオメディカル

クラスター
[ライフサイエンス]

長野・上田地域
長野・上田スマートデバイス

クラスター
[ ナノテク・材料 ]

札幌地域
札幌ITカロッツェリアクラスター

[ 情報通信 ]

福岡地域
福岡システムＬＳＩ設計開発クラスター

[ 情報通信 ]

北九州学術研究都市地域
北九州ヒューマンテクノクラスター

[ 情報通信、環境 ]

仙台地域
仙台サイバーフォレストクラスター

[ 情報通信 ]

富山・高岡地域
とやま医薬バイオクラスター
[ ライフサイエンス、ナノテク

・材料 、情報通信]

徳島地域
徳島健康・医療クラスター

[ ライフサイエンス ]

名古屋地域
名古屋ナノテクものづくりクラスター

[ ナノテク・材料、環境 ]

金沢地域
石川ハイテク・センシング・クラスター

[ ライフサイエンス ]

宇部地域
やまぐち・うべ・メディカル・
イノベーション・クラスター

[ ライフサイエンス ]

岐阜・大垣地域
岐阜・大垣ロボティック
先端医療クラスター
[ ライフサイエンス ]

Ｈ１４年度開始：１２地域

Ｈ１６年度開始：３地域

Ｈ１５年度開始：３地域

Ｈ１８年度終了：１１地域

京都地域
京都ナノテククラスター

[ナノテク・材料]

（平成１８年度：11地域終了）

知的クラスター創成事業（第１期）実施地域



中間評価（３年目）と資源配分

○長期的な視点で本事業の波及効果を把握

○地域の自立性、主体性を重視

⇒自己評価による事業計画見直し

○競争的環境

⇒評価結果を補助金の配分に反映



大項目 中項目 小項目

１．これまでの事業等
の進捗

（１）技術的評価（研究開発等の進捗）

（２）地域の取組み・主体
性

①地域戦略の構築と事業への
反映

②関連する取組みと本事業と
の連携

（３）事業推進体制

２．自己評価の内容

３．今後の事業計画等

（１）技術的評価（今後の研究開発計画等）

（２）地域の取組み・主体性

（３）事業推進体制

４．地域が目指すクラスター形成の可能性

各研究テーマの進捗及び計画

中間評価の実施－②評価項目－



・地域クラスター推進協議会、合同成果発表会

・全国規模の成果発表会､ﾌｫｰﾗﾑ等の開催

・クラスター間の連携・交流の促進

総合科学技術会議

連携施策群（地域科学技術クラスター）

ＰＴ会合

関係府省

これまでの成果を踏まえ、「選択と集
中」の視点に立って世界レベルのクラ
スター形成を支援

地域の自立化の促進

広域化・国際化の促進

全国１７プロジェクト

経済産業局と民間推進組織が推進

産学官の連携強化等を通じた地域
発の産業競争力強化 ６５億円

地域の特性をいかした技術開発の
推進 １３３億円

新事業支援施設の整備等

１１億円

知的クラスター創成事業等
で創出された新技術シーズを

着実に実用化・事業化
１２億円

関係府省連携プロジェクト

産業ｸﾗｽﾀｰ計画をはじめとした関係

府省の事業参画機関等と大学と

の新規共同研究の実施

１９億円

関連予算１６９(１３５)億円 関連予算２０８(３０１)億円

産業クラスター計画

シーズ創出から実用化・事業化までの切れ目ない施策の実施

地域ｺﾝｿｰｼｱﾑ研究開発・他府省連携枠

産学官ネットワーク
をベースとする新事
業の創出

大学を中心とした産学
官共同研究による新
技術シーズの創出

注：関連予算は平成２０年度概算要求額であり、（ ）内は平成１９年度予算額を示す

文部科学省 経済産業省

地域クラスター関連平成２０年度概算要求の概要
－両クラスターの統合的かつ円滑な運用－

文部科学省
経済産業省

○関係府省連絡会議

○地域ブロック協議会

知的クラスター創成事業
（第Ⅱ期） 100億円

都市エリア産学官連携促進事業 51億円

知的クラスター創成事業 17億円



地域クラスター形成における知的クラスター創成事業の位置づけ
（長野地域）

（長野テクノ財団資料）



終了評価予備調査の実施（委託）

目的

・平成１８年度で終了する１１地域の５年間の
事業成果を明確化し、知的クラスター創成
事業全体の効果を明らかにする

・平成１９年度以降の知的クラスター形成に
向けた施策の検討の基礎資料とする

（第２期事業審査時の基礎資料）



終了評価予備調査の実施（作業）

評価対象地域の各種データ収集・分析

（参画者へのアンケート調査を含む）

評価対象地域による自己評価報告書の作
成

ヒアリング（有識者、事務局）

有識者による評価



評価の視点

事業計画の妥当性

研究開発・技術移転・事業化等知的クラス
ターの効果

知的クラスター形成の取組み、運営体制の
適切性

今後の発展の可能性

総合評価



調査結果の概要（計画）

明確な目標設定、計画設定を行っている地
域

浜松、神戸、福岡、長野

目指すべきクラスター像やクラスター発展
の戦略があいまいな地域も



調査結果の概要（研究開発成果）

科学的・技術的成果は確実に産生

クラスター発展のための基盤の形成（研
究成果の重層的な蓄積、研究施設の充
実、研究者層の厚みの向上）

産学官連携の進展

評価の高い研究成果



調査結果の概要（事業化）

試作品製作まで至っている地域は多いが、
製品販売、企業が利益を上げる事業化まで
至った地域は少ない

対象分野により事業化段階に差がある傾向

（ライフサイエンス領域は新領域創成が多く、
時間も必要）

クラスターの成長段階に併せた事業化の評
価が必要



調査結果の概要（人材養成）

研究者人材の養成が進んだ地域

事業実施によりクラスター・マネジメント人材
も育ちつつある

クラスター構築のためには、育成した人材
が地域に残り、クラスター形成に貢献するこ
とが必要



結果の概要（産学官連携等）

産学官の連携、ネットワーク形成は各地域
で進展

単なる場の設定にとどまらず、共同研究を
通じた連携を行ったことに意義

地域によっては、参画者の意識改革や連携、
ネットワーク作りが十分進んでいない地域も
あり



全体的な評価

主体的にクラスター形成に取り組む核となる人
材や組織の存在がクラスター形成に不可欠

事業目的にあった集積が進んだ地域

浜松、長野、大阪、福岡

大阪＋神戸、福岡＋北九州は世界的に発展し
えるクラスター

多くの地域の実情は、研究者や企業の交流が
進み、共同研究が行われ、事業の目が出てく
る揺籃期の段階



これまでの具体的な成果（研究成果）

産学官共同研究の着実な進展により、多数の
特許出願、製品化等の事業化、ベンチャー起業
等の成果を創出。

【これまでの成果（平成１４～１８年度）】

国内・海外特許出願件数 － 2230件

事業化（商品化・企業化等） － 803件

地域コンソーシアム等の他事業への採択

－ ２３２件



24

○法人化された国立大学では、本事業の参画を通じ、知的財産の取扱いや地域貢献活動など産学官
連携のための大学の組織的対応が促進。

○事業総括に民間企業出身者を充てており、民間のマネジメント手法も導入して大学における産学
共同研究が実施され、大学改革にも一定の寄与。

○産学官の共同研究を通じて、参画する研究機関・民間企業も拡大し、さらに、組織を超えた地域
の関係者において現状認識や問題意識が共有され、産学官のネットワークが形成。

＜平成１４年度から１８年度までの各年度の共同研究参画者の推移（延べ数）＞

大学・公的研究機関 民間企業

人数 機関数 人数 機関数

平成１４年度 － 105 － 166

平成１５年度 1004 179 407 263

平成１６年度 1516 376 629 501

平成１７年度 1633 400 806 538

平成１８年度 1727 407 927 567

これまでの具体的な成果（これまでの具体的な成果（産学官共同体制の構築）産学官共同体制の構築）



25

○知的クラスター創成事業を契機として、各地域において、地域クラ
スターの形成に向けて、事業と連動した各種の施策・取組が展開さ
れている。

【取組事例】
（関西広域クラスター）
・「ライフサイエンスIPファンド」の創設（平成１６年度）により、

大学知財本部との連携によりバイオベンチャー設立を支援。
（九州広域クラスター）
・システムLSIフロンティア事業等による企業のシステムLSIに関す

る技術・製品開発を支援
・福岡システムLSIカレッジ、ひびきの半導体 アカデミー等による

技術者の養成
・企業立地促進交付金制度において、LSI関連 企業に対する交付要

件を緩和
など

これまでの具体的な成果（地域の主体的な取組みこれまでの具体的な成果（地域の主体的な取組み））



26

○各地域（平成１８年度終了１１地域）の参画者（大学、研究機関、中核機関、自治体、企業等）に対して、事業
の効果等に関するアンケート調査を実施（送付数は６８２、回収率は２／３程度。回答の約半分は企業から）

○事業全体の効果として、特に、産学官連携のネットワークづくりの進展、技術力や研究能力の向上、事業化の進展が挙がら
れている。

○また、参画者にとっての具体的な効果としては、ネットワークの広がりにより、技術的知識や研究情報の入手、新事業のア
イデア、新たな取引や共同研究につながるなど、個々の研究開発の事業化（狭義の成果）にとどまらない、今後のイノベー
ション創出につながる波及効果が見られている。

・研究者・企業とのネットワークが広がり、当初意図した以外の技術的知識が
増えた － ７４％

・研究者・企業とのネットワークが広がり、当該分野の情報が入手しやすくな
った － ６７％

・研究者・企業とのネットワークが広がり、自分（所属機関）の新テーマ、新
事業のアイデアが得られた － ６４％

・本プロジェクトを通じて知り合った研究者・企業に相談しやすくなり、今後
の研究の参考となる情報を得やすくなった － ６１％

・コーディネータや支援機関とつながりができ、連携先の開拓や情報入手が容
易になった － ３９％

・本プロジェクトを通じて知り合った研究者・企業と取引や共同研究・開発等
がはじまった。 － ３８％

これまでの具体的な成果（アンケート結果これまでの具体的な成果（アンケート結果））



第２期事業の展開

背景

第１期事業の進展状況

「地域科学技術施策推進委員会」報告

第３期科学技術基本計画

クラスター発展可能性調査



地域科学技術施策推進委員会報告（平成１７年４月）

「今後の地域科学技術振興について」

＜地域科学技術振興の意義と目的＞

我が国全体の科学技術の高度化・多様化
地域特有の高い研究開発ポテンシャルを活用した研究開発、将
来ブレークスルーをもたらす独創的・革新的な研究開発、伝統
産業等を含む地域の特色や資源を活用

地域経済の活性化、質の高い生活の実現
技術革新を通じた産業の国際競争力の強化

「社会のための科学技術」としての政策展開
大学等の科学技術活動主体と地域との対話、研究成果の地

域社会への還元



地域科学技術施策推進委員会報告（平成１７年４月）

「今後の地域科学技術振興について」

＜地域科学技術振興施策の戦略的な推進＞

「選択と集中」と戦略的視点からの推進

研究開発システムの要素をどのように配置
し、国全体のイノベーション・システムを構築
するか

それぞれの地域の研究開発の段階に応じ
てどのような手段で支援をしていくか

国全体の研究開発戦略との整合



＜地域クラスターの育成＞
国全体のイノベーション創出を促進するため、国際
競争力のある地域クラスターの育成により、競争力
のある地域イノベーション・システムを構築

各地域の国際優位性を評価し、強い国際競
争力を持つクラスターの実現が可能な地域に
戦略的・重点的な支援

地域の科学技術活動の活性化を図るため、
小型でも地域の特性を活かした強みを持つク
ラスターを各地に育成

地域科学技術施策推進委員会報告（平成１７年４月）

「今後の地域科学技術振興について」



イノベーション関連政策の展開

イノベーション創出総合戦略

イノベーションを種から実へ育て上げる仕組みの強化

（１）産学官連携の本格化と加速

（２）地域イノベーションの強化

・地域イノベーションの自立の強化

・ネットワークを強化し、地域において研究開発の実を種
へと育てる仕組みの強化

・知の拠点としての大学と地方公共団体や地方企業との
連携を一層緊密化

（３）切れ目のない資金供給、知の協働推進

（４）戦略的重点科学技術についての施策の集中的推進



イノベーション関連政策の展開

イノベーション２５（平成１９年６月閣議決定）

＜社会システムの改革戦略＞

⑧活力ある地域社会を可能にする取組の推進

・地域産業の活性化

・地域資源を活用した新商品、新サービスの開発、市場
化への支援

・自治体が主体的に取り組む産業集積・クラスターの形
成等への支援

・集約型都市構造の実現に向けた推進



クラスター発展可能性調査の実施＜目的＞

国際競争力のあるクラスターの発展要因

知的クラスター創成事業実施地域及びその
他地域について、地域における技術・産業
集積などの状況、今後の発展に向けた構想
を把握、検討

作業内容：文献調査、定量データの収集、ア
ンケート等による定性データの収集、検討委
員会での議論



クラスター発展可能性調査（発展要因）

１．地域資源

・優れた研究者・技術シーズの存在、人材の集積、
育成状況

・需要条件

・企業戦略・競争環境

２．連携環境

・地域内ネットワークの形成状況

・地域外とのネットワーク状況

３．マネジメント

４．当事者の意欲、主体的関与



知的クラスター第Ⅱ期事業の考え方

「選択と集中」

・第Ⅰ期１８地域 → 第Ⅱ期１０地域程度

・規模の拡大：

５億円／年→５～１０億／年＋α

地域の自立化の促進

地域負担の明確化（国費の１／２以上。事
業運営費は地域が１／２を負担。）

世界レベルのクラスター形成を推進



知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）の仕組み

基本事業（５～１０億円）

広域化プログラム＊１

・１課題当たり０．５億円／年以上
・基本事業の１／２を上限

関係府省連携枠
１億円／年 内

＊１：クラスターの競争力強化の観点から、国内外を問わず、
戦略的に他地域との連携関係を構築するための取組を実施。
基本事業が採択された地域の提案から競争的に採択。



実施地域審査における評価項目
大項目 中項目

1 これまでの地域の取組やこれまでの成果の評価
1-a これまでの地域の取組

1-b これまでの成果

2
国際優位性のあるクラスター形成へ向けた地域の
取組の評価

2-a クラスター形成へ向けた地域構想の明確性・戦略性

2-b 地方公共団体の主体性

2-c クラスター形成構想の実現へ向けた責任所在の明確性

2-d 関連施策・関連事業の実施

2-e 地域の自立促進

3 事業実施計画の評価

3-a 関係府省施策の活用計画

3-b 他地域・異分野間連携の取組

3-c 事業化戦略の妥当性と実現性

3-d 知的財産戦略の妥当性と実現性

3-e 人材育成戦略の妥当性と実現性

3-f 事業推進体制

4 研究開発内容の評価

4-a 研究開発ポテンシャル

4-b 研究開発内容の戦略性

4-c 研究開発計画の妥当性

4-d 技術シーズの新規制・優位性

4-e 事業化可能性
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福岡・北九州・飯塚

長野

関西広域

仙台 浜松 札幌

＜採択６地域＞
福岡・北九州・飯塚地域
長野県全域
関西広域地域
広域仙台地域
浜松地域
札幌周辺を核とする道央地域

＜採択６地域＞
福岡・北九州・飯塚地域
長野県全域
関西広域地域
広域仙台地域
浜松地域
札幌周辺を核とする道央地域

（90点満点）

平成１９年度知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）選定結果

○総計４７名の外部有識者による評価によって採択地域を決定。総計４７名の外部有識者による評価によって採択地域を決定。
・ １２人の外部有識者で構成される審査委員会（座長：末松安晴 国立情報学研究

所顧問、副座長：清成忠男 法政大学学事顧問）において、審査基準に従って各地

域の企画提案について評点付けを実施。
・ ３５人の専門家が、地域レビュアー（専門評価員）として、多岐にわたる研究開発

課題の評価を実施。



地域イノベーション・システムの強化

イノベーションを生み続ける地域の創出イノベーションを生み続ける地域の創出

背 景背 景

地域クラスターの育成

目指すべき方向性目指すべき方向性
◇グローバル化・知識経済化に伴う国際競争の激化
◇人口減少・少子高齢化の急速な進展
→国際競争力・生産性向上の源泉となる科学技術の国際競争力・生産性向上の源泉となる科学技術の
高度化・多様化、イノベーションの連鎖的創出高度化・多様化、イノベーションの連鎖的創出

◇産業の空洞化に伴う地域経済の地盤沈下
◇地方分権改革・地域再生に向けた取組の進展
→科学技術駆動型の地域経済活性化の実現科学技術駆動型の地域経済活性化の実現

◇国民の要請に応える「社会のための科学技術」の視点
◇国立大学法人化に伴う「大学の社会貢献」への高い期待
→研究成果の社会還元を通じた地域住民の質の高い安全・研究成果の社会還元を通じた地域住民の質の高い安全・
安心な生活の実現、魅力ある地域経済社会の形成安心な生活の実現、魅力ある地域経済社会の形成

地域イノベーションの源泉の潤沢化

【第３期科学技術基本計画】
「地域イノベーション・システムの構築と活力ある地域づくり」

地域の大学等が有する優れたシーズを着実に実用化につな
げ、効率的・効果的なイノベーションの創出を目指す

優れた研究開発ポテンシャルを有する地域の
大学等を核として、産学官の網の目のような
ネットワークを形成し、イノベーションを連鎖的
に創出する集積の形成を目指す

クラスターにおける
ネットワークのイメージ
（ 大学等、 企業）

地域の個性発揮を重視し、新規事業等
の創出、研究開発型地域産業の育成等
を目指し、地域の大学等の知恵を活用
した産学官共同研究等を実施

地域に密着したコーディネート活動を展開
し、シーズの発掘から実用化に向けた研
究開発まで切れ目なく支援（JST事業）

地域の自立化を促進しつつ、産業クラス
ター計画を推進する経済産業省等の関
係省庁と連携し、世界レベルのクラス
ター形成を強力に推進

世界中からヒト・モノ・カネを惹き世界中からヒト・モノ・カネを惹き
つけ、世界を相手に勝負できる世界つけ、世界を相手に勝負できる世界
レベルのイノベーティヴクラスターレベルのイノベーティヴクラスター
に成長に成長

日本各地に、小規模でも地場産業等日本各地に、小規模でも地場産業等
の地域の特色をの地域の特色を 活かした強みを持つ活かした強みを持つ
クラスターを確立クラスターを確立

地域の大学等の研究機関が実用化を地域の大学等の研究機関が実用化を
見据えた優れた研究成果を次々に創出見据えた優れた研究成果を次々に創出

地域のイニシアティヴの下で取り組まれるクラスター形成活動への支援

～～ Leading  to Innovation Leading  to Innovation ～～

政策目標・文部科学省の施策政策目標・文部科学省の施策

地域の研究開発に対する個別的支援

平成20年度概算要求額： 32,646 百万円

（平成19年度予算額）： 25,271 百万円

※運営費交付金中の推計額を含む

都市エリア産学官連携促進事業
51億円（45億円）

知的クラスター創成事業
第I期 17億円（34億円）、第Ⅱ期100億円（55億円）

地域イノベーション創出総合支援事業(JST)
144億円（94億円）

※括弧内は19年度予算額



知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）

イノベーションの実現は成長の起爆剤であり、「イノベーション創出総合戦略」や「経済成長戦略大綱」に基づき、イノベーションを種か

ら実へ育て上げる仕組みを強化する観点から、地域イノベーションの強化を図っていくことが喫緊の課題となっている。

このため、これまでの「知的クラスター創成事業（第I期）」の成果を踏まえ、地域の自立化を促進しつつ、経済産業省をはじめとする

関係府省と連携して、「選択と集中」の視点に立ち、世界レベルのクラスター形成を強力に推進する。

概要

背景

第2期科学技術基本計画(平成13年3月)において、

「知的クラスター」の形成を推進するとされたことを

受け、文部科学省では、平成１４年4月より、「知的

クラスター創成事業（第I期）」を実施（全国18地域。

平成18年度末に11地域が事業を終了し、平成19年度末

に4地域が終了予定。）

「知的クラスター」：

知的創造の拠点たる大学、公的研究機関等を核とした、

関連研究機関、研究開発型企業等による国際的な競争

力のある技術革新のための集積

知的クラスター創成事業（第I期）

成果

各地域において、クラスター形成に向けた取組が

着実に進捗

①産学官連携体制の構築

効果的な産学官の協働体制が構築されつつある。

②共同研究開発成果の事業化等

特許出願、製品化等の事業化、ベンチャー起業等多く

の成果があがっている。

③地域独自の取組の進展

ベンチャーファンドの設立など、地方自治体においても

本事業と連動した各種施策が実施されている。

【成果実例】

・産学官参加研究者数
平成１８年度は 2,654人（うち産は927人）

・特許出願件数 2,230件

・事業化件数（商品化・企業化等） 803件

着実に成果はあがってきているが、持続的なイノベー
ションを創出するクラスター形成のためには更なる投資
が必要
（クラスター形成には１０年～３０年程度必要）

○地域クラスターの形成

・地域の戦略的なイニシアティブや関係機関の連携の下で長期的な取
組を推進

・国は、クラスター形成の進捗状況に応じ、各地域の国際優位性を評
価し、世界レベルのクラスターとして発展可能な地域に重点的な支
援を行うとともに小規模でも地域の特色を活かした強みを持つクラス
ターを各地に育成

第３期科学技術基本計画

○メリハリの効いた予算配分
・19年度実施の終了評価等を踏まえ、世界レベ

ルのクラスターとして発展可能な地域に対して
重点的支援

・研究開発分野やクラスターの進捗度合いに応
じて、地域ごとに柔軟に予算配分

【事業実施地域数】

平成19年度は、6地域を採択

平成20年度は、3地域で要求

（５億円～１０億円程度／年／地域）
※「クラスター発展可能性調査」の結果等も参
考にして選定（新規地域の参入もあり得る）

○地域の自立化の促進
・地域の自立性をより一層高めるために、クラス

ター形成に向けた取組に対して、国費の1/2以

上の資金を地域が支出

○関係府省間連携の強化
・内閣府の科学技術連携施策群「地域科学技術

クラスター」の取組の下、関係府省の事業との
連携強化を図る

○広域化・国際化の促進
・異分野間連携の促進や新興融合分野への拡

大などにより、クラスターのポテンシャル・国際
競争力を高める観点から、他のクラスターや
都市エリア事業実施地域、産業クラスター計画、
海外のクラスターなどとの連携強化を目的とし
た各地域の取組を勧奨

平成20年度概算要求額： 9,990 百万円
（平成19年度予算額）： 5,521 百万円

知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）

札幌周辺を核とする道央地域

広域仙台地域

長野県全域

静岡県浜松地域

福岡・北九州・飯塚地域

関西広域地域



（１）目的・趣旨
地域の個性発揮を重視し、大学等の「知恵」を活用して新技術シーズを生み出し、
新規事業の創出、研究開発型の地域産業の育成等を目指して産学官共同研究等を実施

（２）事業概要
・個性発揮、地域特性を重視し、特定領域への分野特化
・都道府県及び政令指定都市が指定する中核機関が事業の実施主体

（平成18年度から、地域の自立性を高めるため、地域の資金負担が必要なマッチングファンド方式に移行）
・各都市エリアの事業目標、産学官連携実績等に応じて、「一般型」及び
特に優れた成果をあげ、かつ、今後の発展が見込まれる「発展型」を推進

・一般型（1地域あたり年間1億円程度×3年）
・発展型（1地域あたり年間2億円程度×3年）
・発展型において、平成20年度新規採択課題より、他府省連携事業

（1地域当たり年間3千万円×3年）を実施
・地域再生計画と連動する施策 『地域再生総合プログラム（平成19年2月28日、地域再生本部）』

都市エリア産学官連携促進事業 平成20年度概算要求額： 5,140 百万円

（平成19年度予算額）： 4,510 百万円

平成１８年度開始地域（５地域）
平成１９年度開始地域（５地域）

平成１７年度開始地域（８地域）一般型及び
連携基盤

整備型

発展型
平成１７年度開始地域（５地域）
平成１８年度開始地域（４地域）：１４地域

：１８地域

長岡エリア ⑯, ⑲
製造業

いわて県央・釜石エリア ⑯, ⑲
ナノテク・材料

富士山麓エリア ⑯, ⑲
ライフサイエンス和歌山県北部エリア ⑮, ⑲

ナノテク・材料

弘前エリア ⑯, ⑲
ライフサイエンス

秋田県央エリア ⑲
ライフサイエンス

埼玉・圏央エリア ⑲
ライフサイエンス

横浜内陸部エリア ⑲
製造技術

大阪中央エリア ⑲
ナノテク・材料

十勝エリア ⑰
ライフサイエンス

郡山エリア ⑭, ⑱
ライフサイエンス

関東平野さいたまエリア ⑰
環境

筑波研究学園都市エリア ⑭, ⑰
ナノテク・材料

千葉・東葛エリア ⑭, ⑰
ライフサイエンス

神奈川東部臨海エリア ⑱
製造技術

横浜臨海部エリア ⑰
ライフサイエンス山梨くになかエリア ⑱

環境・エネルギー

東濃西部エリア ⑰
ナノテク・材料

静岡中部エリア ⑭, ⑰
ライフサイエンス

豊橋エリア ⑭, ⑰
情報通信

みやざき県北臨海エリア ⑰
ライフサイエンス

熊本エリア ⑭, ⑰
ナノテク・材料

佐賀県有明海沿岸エリア ⑰
環境

久留米エリア ⑮, ⑱
ライフサイエンス

小野田・下関エリア ⑱
ナノテク・材料

岡山県南エリア ⑭, ⑰
製造技術

米子・境港エリア ⑱
ライフサイエンス

びわこ南部エリア ⑯, ⑲
ライフサイエンス

福井まんなかエリア ⑮, ⑱
ナノテク・材料

石川南部エリア ⑰
情報通信

米代川流域エリア ⑮, ⑱
環境

函館エリア ⑮, ⑱
ライフサイエンス

平成１９年度開始地域（５地域）



○事業内容
① 目的：大学等の知を元にした技術革新による地域経済活性化・新産業創出を目指し、地域における産学
官連携の活性化や大学等の独創的研究成果の育成を推進することを目的とする。
② 事業の概要：全国に展開しているＪＳＴイノベーションプラザ及びサテライトを拠点として、自治体、
経済産業局、ＪＳＴの基礎研究や技術移転事業等との連携を図りつつ、以下のプログラムによりシームレス
な研究開発支援と地域に密着したコーディネート活動を展開し、地域イノベーションの効果的創出を目指す。

●プラザ設置地域
（北海道、宮城、石川、東海、
京都、大阪、広島、福岡）

●Ｈ１７サテライト設置地域
（岩手、新潟、高知、宮崎）

●Ｈ１８サテライト設置地域
（茨城、静岡、滋賀、徳島）

＜重点地域研究開発推進プログラム＞
●ＪＳＴイノベーションプラザ及びサテライト ：地域の産学官交流や産学

官共同研究による独創的研究成果の育成（育成研究）を推進。
○JSTイノベーションサテライトを新たな地域に設置

●シーズ発掘試験：地域のコーディネート活動を活性化することにより、
大学等の持つシーズを発掘・育成し、実用化に近づける。

○シーズの掘り起こし、コーディネータ活動を活性化させるため、
シーズ発掘試験発掘型の新規採択課題を拡充

○発掘したシーズを実用化開発制度につなげるため、
シーズ発掘試験実証型を新設

●研究開発資源活用型：育成研究等により地域に蓄積された研究成果、人
材、研究設備等の研究開発資源を有効に活用し、実機レベルのプロトタイ
プ開発等、企業化に向けた研究開発を行って地域企業への円滑かつ効果的
な技術移転を図る。

○新規課題を４課題程度採択予定

●地域ニーズ即応型：地域企業の新商品・サービスの開発等に資する技術
シーズ創出のための研究開発を実施。

○地域ニーズに即した技術シーズを創出する研究開発の支援を新設

平成20年度概算要求額： 14,384 百万円
（平成19年度予算額）： 9,411 百万円

※運営費交付金中の推計額
地域イノベーション創出総合支援事業

研究開発資源活用型育成研究

研究シーズ
の育成

大学等の研究
シーズの発掘

シーズ発掘試験

ＪＳＴイノベーションプラザ・サテライト

地
域
に
お
け
る

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

◆重点地域研究開発推進プログラム

実
証
型

地域ニーズ即応型

シーズの実用化に
向けた研究開発

地域ニーズに即した
技術シーズ創出

企業化の必要性の高い分野の
個別的研究開発課題を対象とした産学官共同研究
～目的基礎研究から企業化まで一体的かつ集中的に実施～

◆地域結集型研究開発プログラム

＜地域結集型研究開発プログラム＞
地域として企業化の必要性の高い分野の個別的研究開発課題を集中的

に取扱う産学官の共同研究事業。大学等の基礎的研究により創出された技
術シーズを基にした試作品の開発等、新技術・新産業の創出に資する企業
化に向けた研究開発を実施する。

○地域として必要性が高い分野の個別的課題の企業化のため、
新規課題を採択


